
府中市子どもの未来応援基本方針（仮称）の策定について

府中市 子ども家庭部 子育て支援課

資料２



１ 背景

明日の日本を支えていく子供たちが自分の可能性を信じて前向きに挑戦することにより、

未来を切り拓いていけるようにすることが必要である。しかしながら現実には、子供たちの

将来がその生まれ育った家庭の事情等に左右されてしまう場合が少なくない。政府の調査に

よれば、我が国の子供の貧困の状況が先進国の中でも厳しく、また、生活保護世帯の子供の

高等学校等進学率も全体と比較して低い水準になっている。

子供たちの将来と我が国の未来をより一層輝かしいものとするためには、子供たちの成育

環境を整備するとともに、教育を受ける機会の均等を図り、生活の支援、保護者への就労支

援などとあわせて、子供の貧困対策を総合的に推進することが何よりも重要である。いわゆ

る貧困の連鎖によって、子供たちの将来が閉ざされることは決してあってはならない。

（「子どもの貧困対策に関する大綱」より抜粋）

２ 国や都の動き

平成２６年度 国 「子どもの貧困対策の推進に関する法律」施行

国 「子供の貧困対策に関する大綱」策定

平成２７年度 国 「地域子供の未来応援交付金」創設

国 「子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業」を開始

国 「生活困窮者自立支援法による学習支援事業」を開始

国 「子供の未来応援基金」創設

平成２８年度 国 児童扶養手当の多子加算額を増額

都 「子供の居場所創設事業」を開始

平成２９年度 国 給付型奨学金制度の創設など奨学金事業を充実

国 児童養護施設等に入所中児童の２２歳までの入所継続 など



１ ４つの重点施策

大綱では、以下のとおり４つの視点から子どもの貧困対策に関する当面の重点施

策を設定している。

• 学校をプラットフォームとした総合的な対策
• 幼児教育の無償化及び質の向上
• 就学支援の充実
• 生活困窮世帯等への学習支援
• その他の教育支援

Ⅰ 教育の支援

• 保護者の生活支援
• 子どもの生活支援
• 関係機関が連携した包括的な支援体制や人材の確保
• 子どもの就労支援

Ⅱ 生活の支援

• 親の就労支援
• 親の学び直しの支援

Ⅲ 保護者の就労支援

• ひとり親家庭に対する支援
• 生活保護世帯に対する支援
• 養育費の確保に関する支援

Ⅳ 経済的支援

３ 子どもの貧困対策に関する大綱のポイント



４ 諮問の趣旨及び概要

１ 概要

子どもの生活実態調査でニーズ等の調査を行ったうえで、本市としての基本方針

を策定するもの

（１）子どもの生活実態調査

① アンケート調査

＜対象＞ 小学５年生及び中学２年生並びにその保護者

＜方法＞ 市立小・中学校に通う児童・生徒は学校配布、郵送回収

私立小・中学校に通う児童・生徒は郵送配布、郵送回収

② ヒアリング調査

＜対象＞ 学校関係者、福祉関係団体等

＜方法＞ 面談による聞き取り調査

（２）子どもの未来応援基本方針（仮称）

子どもの貧困対策に関する施策を総合的に進めるための基本方針

（３） スケジュール（予定）
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５ 府中市の子どもの貧困対策の現状

１ 現状の施策

平成２９年度に発足した困窮者支援連絡会「つながりＰｌｕｓ」部会の立ち上げ

にあたり、庁内に子ども及びその保護者を対象とした支援事業の調査を実施した。

現状は次のとおり。

• 就学援助制度（教育部学務保健課）
• 就学奨励費、修学旅行等補助金（教育部指導室）
• 奨学資金給付・貸付制度、入学時初年度納付資金貸付（教育部

教育総務課）
• 受験生チャレンジ支援貸付事業（福祉保健部地域福祉推進課）
• 被保護者自立促進事業、生活困窮者子どもの学習支援事業（福

祉保健部生活援護課）

Ⅰ 教育の支援

• 住宅確保支援事業（生活環境部住宅勤労課）
• 妊産婦・乳幼児保健指導、母子栄養強化食品支給事業（福祉保

健部健康推進課）
• 生活困窮者家計相談支援事業（福祉保健部生活援護課）
• 子育て世代包括支援センター事業（子ども家庭部子育て支援課

福祉保健部健康推進課）

Ⅱ 生活の支援

• 生活困窮者・生活保護受給者就労支援・就労準備支援事業（福
祉保健部生活援護課）

• ショートステイ、トワイライトステイ、ひとり親家庭自立支援事業
（子ども家庭部子育て支援課）

Ⅲ 保護者の就労支援

• 児童扶養手当・児童育成手当の支給（子ども家庭部子育て支援
課）

• 生活保護費の支給（福祉保健部生活援護課）
• 自転車駐車場利用料助成事業（生活環境部地域安全対策課）
• 廃棄物処理手数料減免事業（生活環境部ごみ減量推進課）
• 下水道使用料減免事業（都市整備部下水道課）
• 認可保育所等の利用者負担額、延長保育料の減免・補助、病

児・病後児保育の実施施設利用者への補助（子ども家庭部保育
支援課）

• 学童クラブ育成料等の減免（子ども家庭部児童青少年課）

Ⅳ 経済的支援


